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5.お わ りに

本号掲載

以下,次 号掲載予定

1.は じ め に

本稿では,筆 者がこれまで行ってきた第二次世界大戦後の米国多国籍企業に

よる技術戦略進化に関する研究成果を踏まえ,そ こから得 られた理論的含意を
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ベースに,現 代の 日本多国籍企業の技術戦略進化 との比較分析を行 う。比較分

析の前提 となる米国多国籍企業のデータは,主 に文献資料か らの二次資料を中

心 とした ものであるが,日 本多国籍企業のデータは,今 回筆者がアンケー ト調

査によって得た一次資料 を使用 している。

本稿の考察 目的は,以 下の二点である。すなわち,第 一に"戦 略(Strategy)"

の不在 を指摘 されて久 しい 日本多国籍企業が,自 らの 「コア ・コンピタンス

(CoreCompetence)」 である"技 術(Technology)"に おいて,こ れまで一

体 どの ような"技 術戦略(TechnologyStrategy)"を 展 開 して きたのか とい

う点を明らかにすること,そ して第二 に米国多国籍企業の技術戦略の進化過程

との比較分析か ら,近 年のITや バイオといったハイテク産業分野で伸び悩む,

日本多国籍企業の技術戦略上の問題点 を浮き彫 りにすること,の 二点である1)。

2.米 国多国籍企業の技術戦略進化 とその理論的含意

2-1.米 国多国籍企業の持続的競争優位性

筆者はこれまで,主 に文献 ・理論研究を中心に,第 二次世界大戦後の米国多

国籍企業による技術戦略の歴史的変遷を明らかにす ることを試みてきた2)。そ

1)HamelandPrahaldに よる と,コ ア ・コ ンピ タンス とは,企 業 が過去 か ら受 け継

いで きた歴 史 的財産(ブ ラ ン ド,資 産,特 許権,搭 載 ベ ース,流 通 イ ンフ ラな ど)

そ の もの では な く,そ れ らを管理 した り展 開 した りす る こ とで 将来 的 な利益 を生

み 出す能力=「 企業力(Competence)」 である とい う。 そ して,そ う した具 体例の
一 つ と してHamelandPrahaldが 指 摘 して い るの は

,や は り 「戦略(Strategies)」

で あ った。 つ ま り,本 稿 で の技 術 戦略 そ の もの こそが,具 体 的 な コア ・コン ピタ

ン ス の 一 つ と して 位 置 付 け られ 得 る,と い う こ と で あ る。 この 点 に 関 して

は,HameLG.andPrahalad,C.K.,(1994),CompetingfortheFuture,Harvard

BusinessSchoolPress,Chapter9.(一 條 和 生 訳 『コ ア ・コ ンピ タ ンス 経営 一大

競争 時代 を勝 ち抜 く戦略』 日本経 済新 聞社,1995年,第9章),を 参 照の こと。

2)文 献 研 究 の成 果 と して は,拙 稿(2000)「 多 国籍企 業 の技 術 戦略 サ イ ク ルに 関す

る一 考察 一米国多 国籍 企 業 に よる技 術 管理 戦略 の展 開 を中心 に」 日本 経営 学会 編
『日本経 営 学 会誌 』 第5号

,同(2002)「 第二次 世 界大 戦 後 の米 国 多 国i籍企業 に

よる技 術 戦略 の進 化 過程」 国 際 ビ ジネス研 究学 会編 『国際 ビ ジネス研 究学 会年 報
一中小 企 業 に とって の グローバ リゼー シ ョン』 第8号

,が ある。 また,理 論研 究
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して,そ こから明 らかにされた理論的含意 とは,第 二次世界大戦以降の米国多

国籍企業の技術戦略が,こ の半世紀の間に様々な試行錯誤を経なが ら 「進化

(Evolution)」 し続け,こ のことが米国多国籍企業の 「技術覇権(Technology

Hegemony)」 を維持せ しめる原動力 となってきた,と いうことであった。

つ ま り,今 日の 「戦略経営論(StrategicManagement)」 における 「RBV

(ResourceBasedView)」 の観点から説明し直す とすれば,米 国多国籍企業は

自らの 「組織能力(Capabilities)」 によって技術戦略を絶え間なく進化 させ続

けて きた結果,と くにハイテク産業分野において競合他社 の真似ので きない

「持続的競争優位性(SustainableCompetitiveAdvantage)」 を獲得 し得た,

と考えることができるのである3)。

例えば,2001年7月17日 発表の 「文部科学省 ・第7回 技術予測調査」による

と,米 国はバイオテクノロジー(Biotechnology:生 命工学)や バイオインフオ

マティクス(Bioinformatics:生 命情報科学)と いった 「生命関連分野」の三

種類全てと,ITや ソフ トウェア といった 「情報関連分野」の三種類全てにお

いて,日 本や欧州(EU)に 技術面での比較優位 を持つのに対 し,日 本が米国

に比較優位 にある技術分野は,ク リーン ・エネルギーや環境 ホルモン対策 とい

った 「環境関連分野」の 「窒素酸化物排出規制 ・技術の普及」のみとなってい

る(表1参 照)。 こうした調査結果か らも明 らかな通 り,確 かに今 日のハイテ

ク産業分野において,米 国多国籍企業の技術優位性は際立っているのである。

では何故に,米 国多国籍企業の技術戦略は模倣困難性が高 く,競 合他社のそ

れよりも比較優位にあ り続けられ得る,と 考えられるのであろうか。筆者のこ

れまでの文献研究では,上 記の疑問を解 く鍵は,や はり米国多国籍企業のその

独特な技術戦略にある,と の見解を得ている。数多 くの先行研究によって も繰

の成 果 として は,拙 稿(2001)「 多 国籍 企業 理論 の再構 築 に 関す る一考 察 一レデ ィ

ング学派 の 内部化 理論 にお ける特 許効 力否 定 の背景 をめ ぐって」 神戸 大学 経済 経

営学 会編 『国民経 済雑 誌』 第183巻 第5号,が あ る。

3)こ の 点 に 関 して は,Saloner,G,Shepard,AandPodolny,J.,(2001),Strategic

Manage〃zent,JohnWiley&Sons,Chapter3。(石 倉 洋 子 訳 『戦 略 経 営 論』 東 洋

経済 新報社,2002年,第3章),を 参考 と した。
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表1文 部 科学 省 ・第7回 技 術予 測調 査(2001年7月17日 発 表)

主 な 重 要 技 術
実 現

予測年

研究が進んでいる国 ・地域

日 本 米 国 欧 州

◇ 生命関連分野

糖尿病,高 血圧,動 脈硬化に関係する遺伝

子群を突き止め,患 者の病因を明確に判定
2013 ○ ◎ △

DNA塩 基配列情報から酵素など新 しいた

んぱく質の機能を推測する手法の開発
2009 ○ ◎ △

細胞ががん化する信号の伝達を止めてがん

細胞を正常化させる治療法の普及
2020 ○ ◎ △

◇ 環境関連分野

窒素酸化物排出規制 ・技術の普及 2011 ◎ △ ○

ゼロエミッション技術が進み,産 業廃棄物

の埋め立て量が半減
2018 ○ △ ◎

環境ホルモンの人体への健康障害が解明 2015 △ ◎ ○

◇ 情報関連分野

ハ ッカーの 攻撃 か らプ ラ イバ シーや機 密が

保 護 で きる信頼性 の高 い ネ ッ トワー ク シス

テムの 普及

2010 ○ ◎ △

1月2,000円 以下 で毎 秒150メ ガ ビ ッ トの大

容 量 ネ ッ トワ ー クを 自由 に利 用 で きる環境

の 実現

2009 ○ ◎ △

ソフトウェア検証技術が進み,誤 りのない

大規模ソフトウェアの短期開発が可能に
2019 ○ ◎ △

(原注)研 究 が進 ん でい る順 に,◎ → ○→ △

(出所)「 日本経 済新 聞」2001年7月18日 付 。
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り返し指摘 されて きたように,米 国多国籍企業の技術戦略の歴史を振 り返ると,

そこには二種類の技術戦略の存在を確認す ることがで きる4)。すなわち,優 れ

た 「技術革新(lnnovation)」 を実現す るための戦略である 「技術開発戦略

(TechnologyDevelopmentStrategy)」 と,そ の技術的成果を最適に 「専有

(Appropriation)」 するための戦略である 「技術管理戦略(TechnologyCon-

trolStrategy)」,こ の二種類の技術戦略の存在である5)。

そして,こ うした二種類の技術戦略は,米 国多国籍企業を取 り巻 く国内外の

事業環境や米国政府 による政策(競 争,外 交,通 商等),米 国多国籍企業 自身

の組織能力の蓄積状態などに影響を受けながら,そ れぞれが交互に"主 流"の

技術戦略 として台頭 を繰 り返 してきたと考えられる(表2参 照)。 また,そ れ

ぞれの技術戦略はその台頭 に際 して,必 ずかつての主流技術戦略の行き詰 まり

や失敗,あ るいはそこから派生 した新たな問題の発生 を直接的な契機とし,そ

表2内 的成長時代における米国多国籍企業の技術戦略進化

時期
第二次世界大戦後
～1950年代

1960年 代～

1970年 代前 半

1970年 代後 半 ～

1980年 代 前半

1980年 代 後半 ～

1990年 代 前半

種類 技術開発戦略 技術管理戦略 技術開発戦略 技術管理戦略

目的 イ ノベ ー シ ョ ン グ ローバ ル な専 有
グ ローバ ル な

イ ノベ ー シ ョン
グ ローバ ル な専 有

内容
R&D拠 点の

本国集中化
FDIに よる内部化

R&D拠 点の

グ ローバ ル化

プロパテント政策

による特許権化

(出所)筆 者作成 。

4)な かで も,菰 田文男氏 の先行研 究 か らは多 くの示唆 を得 て い る。 代表 的 な研 究 と

して は,菰 田文男(1981)「 アメ リ カ多 国籍 企 業 の技 術 戦略 一技 術 ・情 報 の 国際

的 ネ ッ トワー クの確 立」 『東亜 経 済研 究』(山 口大学)第48巻 第1・2号,が 挙 げ

られ る。

5)こ の点 に 関 して は,拙 稿(2000)「 国際技 術戦 略」 林 悼 史編著 『IT時 代 の国際 経

営 一理 論 と戦 略』 中央経 済 社,第5章,同(2002)「 米 国多 国籍 企 業 の技 術 戦 略

変遷 に関す る一 考察 一米 国 の技術 ヘ ゲモ ニー を支 え る もの」 『商 学討 究』(小 樽 商

科 大学)第52巻 第4号,同(2002)「 米 国多 国籍 企業 の技 術戦 略 サ イクル ・モ デル」

日本経 営学 会編 『21世紀 経営 学 の課題 と展 望』(経 営 学論 集 ・第72集)千 倉 書房,

も参 照 の こ と。
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うした閉塞状況の打開や改善,克 服を期待 されている。そして,第 二次世界大

戦後 か ら1990年 代 前半 にか け ての,い わゆ る 「内 的成長 時代(lnternal

GrowthEra)」 の技術開発戦略と技術管理戦略には,こ うした両者の 「因果関

係(CausalRelation)」 の存在を指摘 し得 ると考えられるのである。

例えば,第 二次世界大戦後から1950年 代の米国企業(後 に多国籍化)の 主流

技術戦略 とは,当 時の米国経済の隆盛を背景とした,積 極的なイノベーシ ョン

活動に代表 される。 自動車産業に代表される当時の主力産業分野において米国

企業の技術優位は揺るぎなく,ほ どなく米国経済は 「パ ックス ・アメリカーナ

(PaxAmericana)」 と称された黄金期 を迎える。そ して,こ うした米国経済

の繁栄を支えたのが,当 時の米国企業による旺盛 なR&D投 資に裏打 ちされた

技術開発戦略であった。

次に,1960年 代か ら1970年 代前半の米国多国籍企業の主流技術戦略は,か つ

ての技術開発戦略に取って代わり,こ れまでに蓄積 してきた開発技術か ら得 ら

れる利潤をグローバルに極大化することを目指す,技 術管理戦略へ と転換する。

これは,か つての技術開発戦略によって生み出された既存の米国産優位技術を,

手狭になりつつあった米国市場から世界市場へと移す ことを意味 している。そ

して,そ の際に選択された方策 とは,現 実の市場取引に派生する様 々なコス ト

(=輸 出での関税や輸入規制,等)や リスク(=ラ イセンシングでの機密漏洩

や迂回発明,等)を 回避 し得 るとされた,FDI(=海 外直接投資)で あった。

しか し1970年代 に入 り,ベ トナム派兵やニクソンショック,石 油 ショックと

いった政治経済環境の変化 によって次第に米国経済の弱体化が進む中,そ の間

隙を突いた 日本や西 ドイツ(当 時)の 台頭が顕著となる。米国多国籍企業は,

これまでのFDIに よる海外投資収益への依存体質から米国内での合理化努力

を怠 り始め,ま た巨額化す るR&Dコ ス ト等への対応策としてライセンシング

を志向し始める。こうしたライセンシングの恩恵を最大限に享受 し得 た日本企

業 は,最 先端の外 国産(=米 国産)特 許技術 を導入 するこ とで 「製品革新

(ProductInnovation)」 の開発 コス トを大幅に節約 し,む しろ品質面や価格

面での改良に主眼に置 く「工程革新(ProcessInnovation)」 に特化することで,
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一気 に米国多 国籍企業 との技術格差の縮小 とその後の逆転 に成功するのであ

る6)。

こうした1970年 代の技術管理戦略の転換により,確 実に技術優位性 に騎 りの

見え始めた米国多国籍企業 は,再 びその主流技術戦略 として技術開発戦略を据

えることで,失 われた技術優位性の復活を目指 し始める。紆余曲折 を経て米国

多国籍企業が辿 り着いた新たなイノベーション手法 とは,こ れまで国内に限定

してきたR&D機 能を海外へ と拡張 し,グ ローバルに知識創造活動を行 うとい

うものであった。1980年 代 に入ると米国多国籍企業は,自 らの組織 をそうした

新活動 に適 した形態へ とよ り積極的に変革 し,ま た世界中のR&D拠 点をコン

ピュータ ・ネットワークで結び付けていったのである。そ して,こ うした新た

な技術開発戦略によって生まれた技術的成果 こそが,今 日のIT社 会における

キーパーツであるソフ トウェァであった。

しかし,こ うしたソフ トウェアはコピーが容易であるという技術的な特性 を

持っていたため,違 法な海賊行為による被害が問題視されていた。 ここから米

国多国籍企業は,ソ フ トウェアのグローバルな専有を目的とし,そ の主要な技

術戦略 を再び技術管理戦略へと転換 させるのである。すなわち,時 の米国政府

を動かし知的財産権(と くに特許権)重 視の 「プロパテント政策(Pro-Patent

Poiicy)」 を実現 させる と,米 国多国籍企業 は権利侵害を行う企業を世界的に

次々と告発 し始め,多 額の賠償金 ・和解金を獲得することで海賊行為への見せ

しめ とし,自 らのグローバルな専有活動を有利に展開することに成功 したので

ある。 ところが,次 第に米国多国籍企業は,ソ フ トウェアに限 らずハ イテク産

業分野全般において自らが数多 く所有する基本特許の存在 を楯に,莫 大な技術

料徴収や開発中止 を迫ることで競合他社の技術的キャッチアップを阻止するこ

とも視野に入れ始め,こ うした技術管理戦略のターゲ ットには 日本やアジアの

企業が位置付けられる結果 となっている。

6)こ の 点 に関 しては,拙 稿(2001)「 パ ックス ・アメ リカーナ崩 壊 に関す る一考 察
一米国多 国 籍企 業 の技 術 管理 戦略 分析 を中心 に」 『商学 討究』(小 樽 商 科大 学)第

52巻 第1号,を 参 照 の こ と。
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このように,確 かに内的成長時代の米国多国籍企業の技術戦略変遷には,か

つての技術 開発戦略の行 き詰まりや失敗,そ こか ら派生 した新たな問題の発生

を直接的な契機 として,そ の打開や改善,克 服 を目指 した技術管理戦略への転

換の歴史的事実を確認することができると考えられ,ま た逆に技術管理戦略か

ら技術開発戦略への転換に際しても,こ のことは全 く同様である。すなわち,

内的成長時代の米国多国籍企業の技術戦略変遷には,や は り両技術戦略の明確

な"因 果関係"の 存在を指摘 し得る,と 考えられるのである。

2-2.米 国多国籍企業の技術戦略進化

2-2-1.内 的成長時代の技術戦略進化

そもそも,今 日の米国多国籍企業の突出した技術優位性を生み出した技術開

発戦略 も,確実なR&Dコ ス トの回収 と新規開発予算の拡充のためのシステム,

すなわち技術 を中心 とした拡大再生産を保障せ しめる技術管理戦略の存在無 く

しては成立 し得ず,両 技術戦略の因果関係 をここで改めて強調すべき積極的な

理由は見出し難いとも思われる。つまり,こ うした因果関係は根本的 ・基本的

なものであり,決 して目新 しい ものではないということである。

しか し,我 々が内的成長時代の米国多国籍企業の技術戦略変遷から得る知識

は,そ れだけではない。すなわち,我 々はそうした歴史か ら,さ らにそれぞれ

の技術戦略の内容がかつての同戦略のそれと比較 して,明 らかにその内容を進

化させてきたことに気付かされるのである。そして,そ うした個々の技術戦略

進化は,あ たか も米国多国籍企業の有する組織能力が,過 去の同戦略の行 き詰

まりや失敗を教訓 とする学習効果を経て,確 実にレベルアップしたことによっ

てもたらされたことに気付 くのである。

例えば,前 出の第二次世界大戦後から1950年 代当時の技術開発戦略 と,1970

年代後半か ら1980年代前半のそれ とを比較すると,米 国多国i籍企業がイノベー

ションに対する考え方や認識 を大 きく進化させていることが理解で きる。つま

り,1970年 代後半に入ると,米 国多国籍企業は固定観念を捨て,こ れまで国内

中心であったR&D機 能 を国外へ も拡大 させることで,グ ローバルなイノベー
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シ ョンによる技術優位の復活を目指 し始めている。すなわち,技 術開発戦略の

進化である。こうした背景には,や はりかつての技術開発戦略の行き詰 まりや

失敗,す なわちもはや国内R&D機 能だけでは世界的なイノベーシ ョン競争 を

勝ち抜 けない,と する認識変化が存在 していたと考えられるのである。

しか し,そ れだけではない。 こうした技術 開発戦略の進化を現実の ものとし

た最大の要因は,や は り米国多国籍企業の優れた組織能力であったと考えられ

得る。例 えば,BartlettandGhoshalら の一連の研究か らも既に明 らかにされ

ているように,米 国多国籍企業のいわゆる 「トランスナショナル ・イノベーシ

ョン(TransnationalInnovation)」 の実現には,ま さにそうした技術開発戦略

の進化に見合 うだけの,組 織能力向上への地道な企業努力の存在 を指摘 し得る

のである7)。

つまり,今 日のハイテク産業分野における米国多国籍企業の突出 した技術優

位性 とは,過 去の技術開発戦略から得 られた教訓を学習 し,戦 略その もののグ

ランド・デザインを時代に即 した形へ と大胆 に描 き直す とともに,そ れを単な

るビジョン提示に終わらせないために,必 要とされる組織能力 を着実にレベル

アップさせていった結果に他ならないのである。技術開発戦略の進化 とは,外

観の進化だけではなく,こ うした中身の進化を伴ってこそ,初 めてその効果を

発i揮するものと考えられるのである。

そ して,こ うした指摘 は,技 術管理戦略の進化について も同様 に当てはまる

と思われる。1960年代から1970年 代前半の米国多国籍企業の技術管理戦略 とは,

7)こ の 点 に 関 し て は,Bartiett,C.A.andGhoshal,S.,(1989),ManagingAcrossBorders

'TheTransnationalSolution,HarvardBusinessSchoolPress,Chapter7.(吉

原 英 樹 監 訳 『地 球 市 場 時 代 の 企 業 戦 略 一 トラ ン ス ナ シ ョナ ル ・マ ネ ジ メ ン トの 構

築 』 日本 経 済 新 聞 社,1990年,第7章),を 参 照 の こ と。 ま た,今 日 の 多 国 籍 企

業 研 究 の 関 心 の 多 くが こ う し た 組 織 問 題 に集 中 して い る こ と は,組 織 能 力 が も た

らす イ ノ ベ ー シ ョ ンへ の 期 待 と決 して 無 関 係 で は な い と考 え られ 得 る。 例 え ば,

こ う し た 問 題 関 心 に よ る 研 究 と し て は,Ghoshal,S.andWestney,DE,(ed.),

(1993),OrganizationT加 醐yσ 〃4TheMultinationalCorporation,Macmillan.(江

夏 健 一 監 訳/IBI国 際 ビ ジ ネ ス 研 究 セ ン タ ー 訳 『組 織 理 論 と 多 国 籍 企 業 』文 眞 堂,

1998年),が 挙 げ られ る 。
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企業組織 に市場機能を代替 させ ることでグローバルな専有 を目指す 「内部化

(lnternalization)」が主流であったが,1980年 代後半以降は世界的なプロパ

テン ト化の潮流を背景に,知 的財産権の法的拘束力 に依拠 した合法的独占の確

立 を目指す動きが活発化 しつつある。こうした一連の流れは,確 かに技術管理

戦略における進化に他 ならず,ま たそうした進化を実現せ しめる米国多国籍企

業の組織能力向上の企業努力にも,や はり目を見張るものがある。

例 えば,プ ロパテント政策の浸透と共に,主 要な米国多国籍企業の取締役会

のメ ンバーには,日 本で も馴染みの深い 「最高経営責任者(ChiefExecutive

Of丘cer:CEO)」 や 「最高執行責任者(ChiefOperatingOiificer:COO)」,「 最

高財務責任者(ChiefFinancialOfiicer:CFO)」 の他に,新 たに 「最高知的財

産責任者(ChiefIntellectualPropertyOf丘cer:CIPO)」 が加 えられている。

また,本 社の知的財産部門はもとより,海 外子会社 にさえ知的財産紛争を専門

とす る 「特許弁護士(PatentLawyer)」 が配置 されるなど,も はや米国多国

籍企業にとって知的財産権は企業価値の源泉の一つとして明確 に位置付け られ

ているのであ り,そ の効力を最大限に発揮するために必要な組織能力の開発に

余念がない。

このように,内 的成長時代における米国多国籍企業の技術戦略進化 とは,因

果関係を有 した技術開発戦略 と技術管理戦略の交互台頭の結果 としての,ま さ

にそれぞれの技術戦略進化の集合体 として認識 し得ると考えられるのである。

そして,そ うした技術戦略進化の背景には,米 国多国籍企業による様々な企業

努力,す なわち過去の失敗か ら得 られた教訓の学習効果をトップ ・マネジメン

トが新戦略 として明示 し,そ の戦略実現に必要な組織能力 を全社一丸となって

開発する努力が存在 していた と考えられ得るのである。

2-2-2.外 的成長時代の技術戦略進化

では次 に,1990年 代後半以降の 「外的成長時代(ExternalGrowthEra)」

における米国多国籍企業の技術戦略進化 について,見 てい くこととしたい。外

的成長時代の技術戦略進化には,か つての内的成長時代のそれとは異なる,あ
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る大 きな変化が見受けられるのである。すなわち,そ の変化 とは,技 術開発戦

略 ・技術管理戦略それぞれの進化が同期化 している,と い う点である(表3参

照)。.

表3外 的成長時代における米国多国籍企業の技術戦略進化

時期

lT革 命

グローバリゼーション

1990年 代後 半 ～現在

種類 技術開発戦略 技術管理戦略

目的 グロー バ ル なイノベ ー ション グロー バ ルな専有

内容
バ ー チ ャル ・コ ミュ ニテ ィ

に よるオー プ ンR&D化

専 用解 析 ソ フ トに よる

特 許 ポー トフ ォリオ化

(出所)筆 者作 成。

これは,外 的成長時代の到来の契機 となった,い わゆるIT革 命やグローバ

リゼーションによる世界的な市場競争の激化 に,そ の最大の原因を帰すること

がで きると考えられる。 なぜな らば,IT革 命は世界中の企業が自由に知識や

情報へ とアクセス し得る"道 具"を 提供 し,グ ローバ リゼーションは世界中の

企業にそ うしたツールによってグローバル ・ビジネスを展開し得 る"場 所"を

提供 している,と 考えられるからである。

つま り,こ うした"道 具"と"場 所"が 新たに提供 されたことによって,

ITを 活用 してグローバル市場参入 を目指す企業が急増 したため,ま すます世

界的な企業間競争が激化 していった,と 考え られ得るのである8)。いわゆる,「メ

ガ ・コンペティション(MegaCompetition)」 の激化である。こうして米国多

国籍企業の技術戦略は,急 激な事業環境の変化に対応すべ く,新 たな進化 を促

されることとなったのである。

では,外 的成長時代における米国多国籍企業の技術戦略進化 とは,一 体 どの

8)こ の 点 に関 して は,菅 原秀行(2002)「 知識 経済 とグ ローバ リゼ ー シ ョン」青木 健 ・

馬 田啓 一編 『日本 の通 商政 策入 門』東 洋経 済新 報社,第5章,の 議論 が参 考 とな っ

た。
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ようなものであろうか。

外的成長時代 を代表す る技術 開発戦略である 「オープ ンR&D戦 略(Open

R&DStrategy)」 では,開 発技術のアーキテクチャをネット上に公開し,世 界

中に散 らばる頭脳に協力 を呼びかけることで,低 コス トによる高品質なイノ

ベーションの実現を目指 している。代表的な技術的成果には,コ ンピュータの

基本 ソフ トであるLinuxが 挙 げられる。 また,開 発期間の短縮化 も,オ ープ

ンR&D戦 略の大 きな特徴の一つである。

例えば,オ ープンR&D戦 略の一種である 「グリッド・コンピューティング

(GridComputing)」 が,一 台のスーパー ・コンピュータでは膨大 な時間を要

するゲノム解析などで活躍 していることは,記 憶に新しい(図1参 照)。 また,

こうした新たなイノベーシ ョン ・ス タイルに対応 し得 るための組織開発 とし

て,よ り水平的な分散型ネットワーク組織の研究 も進め られている。

一方
,外 的成長時代 を代表する技術管理戦略である 「特許ポー トフォリオ戦

略(PatentPortfolioStrategy)」 では,こ れまでの米国のプロパテン トの思想

をより強化 し,ITを 活用 した機動性ある特許戦略の構築が 目指 されている9)。

インターネッ トと専用ソフ トを利用することで,こ れまで以上の迅速かつ正確

な特許情報分析が可能 となり,バ リエーション豊かな戦略的専有活動が可能 と

なっている(図2参 照)。

例えば,自 社の基本特許の周囲に関連す る特許(ビ ジネスモデル特許 も含む)

の壁 を築 く 「クラスタリング(Clustering)」 や,競 合他社の基本特許 に関連

する周辺特許を囲い込む 「ブラケッティング(Bracketing)」 などがその代表

例である。 また,自 社特許か ら技術的思想の多 くを引用 している企業を割 り出

し,そ こか ら提携やクロス ・ライセンシング,M&Aの 可能性を探 ることも可

能とされている。そして,こ うした多様な可能性を実現する上では,や は り前

出のCIPOを 筆頭 とする迅速な意思決定 と戦略への柔軟な組織適応能力が必要

9)こ の 点 に 関 して は,拙 稿(2001)「21世 紀 の米 国多 国i籍企業 の特 許 戦 略 モデ ル ー

イ ン ター ネ ッ トを利用 した特 許 ポー トフ ォリオ戦 略」『商学 討究 』(小樽 商科 大学)

第51巻 第4号,を 参照 の こ と。
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(出 所)AuriginSystem社 ホ ー ム ペ ー ジ

(URLhttp://www.aurigin.com/aureka.html)よ り。

図2AuriginSystem社 の特 許 ポ ー トフ ォ リオ 専 用 ソ フ トウ ェア の 使 用 例

とされている。

このように,外 的成長時代における米国多国籍企業の技術戦略進化の特徴 と

は,新 たに 「外部経営資源(OutsideManagementResource)」 を積極的に利

用することで,こ れまでの 「内部経営資源(lnsideManagementResource)」

を利用するだけでは決 して成 し得なかった,こ れまでにない新たなイノベーシ

ョンや専有の可能性 を切 り開いている点にある,と 言えよう。すなわち,外 部

経営資源の積極的活用により,技術開発戦略 ・技術管理戦略それぞれの進化 に,
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これ ま で に は 認 め られ な か っ た独 自性 の存 在 を発 見 し得 る の で あ る。す な わ ち,

進 化 の 同期 化 で あ る 。

例 え ば,米 国 の イ ン タ ー ネ ッ ト技 術 に対 す る 関連 法 案 の整 備 状 況 につ い て 見

て も,技 術 開 発 に 関 わ る 「次 世 代 イ ン ター ネ ッ ト開 発 法(NextGeneration

InternetResearchAct)」 と技 術 管 理 に 関 わ る 「デ ジ タ ル2000年 著 作 権 法

(DigitalMillenniumCopyrightAct)」 は,共 に1998年10月 に成 立 して い る(表

4参 照)。 前 者 は,1998年 か ら3年 間 に毎 年1億 ドル の 予 算 を投 入 し,米 国 国

防 総 省 や 米 国 航 空 宇 宙 局(NASA)と い っ た 政 府 機 関 及 び大 学,産 業 界(主 に

米 国 多 国 籍 企 業)が 参 加 す る,「 次 世 代 イ ン タ ー ネ ッ ト(NextGeneration

Internet;NGI)」 開発 計 画 に 関 連 す る 法 律 で あ り,後 者 は,ネ ッ トワ ー ク上 で

や り取 りさ れ るデ ジ タル 画 像 や 音 声,文 字 等 の 著 作 物,す な わ ち 「デ ジ タ ル ・

表4代 表的な米国のインターネット関連法案(要 旨)

① イ ン ターネ ッ トの能力 を向上 させ,

そ の性 能 を改善 す るた め に,高 度 ネ ッ

トワー キ ング技術 の研 究 開発 及 び実験

を支 援 す る こと。

高 度 ネ ッ トワー キ ン グ研 究 を支 援

し,新 しい ネ ッ トワー キ ング技術 を実

証す るため に,大 学,連 邦政 府 の研 究

機 関そ の他 の適切 な研 究 協力 機 関等 を

含 む多 数 の研 究 サ イ トを接続 す る高速

テス トベ ッ ド ・ネ ッ トワー ク を開発す

るこ と。

重 要 な 国家 目標 又 は省 庁 の使命 に適

合 した 高 度 イ ン ター ネ ッ ト ・ア プ リ

ケ ー シ ョン を開発 し,実 験す るこ と。

大 統領 技術 諮 問委 員会 は次 世代 イ ン

ター ネ ッ ト計画 の実 施状 況 を審査 し,

大統 領 に報 告す るこ と。

デ ジ タル2000年 著 作権 法

① ネットワーク上でやり取 りされる画

像や音声,文 字等へのアクセスを効果

的にコントロールする技術的手段をは

ずしたり,そ れらの複製等を防止する

手段(コ ピープロテクション)を はず

すための機器の製造等を禁止する規定

を設定(1996年 のWIPO著 作権条約

及びWIPO実 演 ・レコー ド条約に対

応)。

著作権侵害が問題となる場合のサー

ビスプロバイダや非営利教育機関の責

任を限定し,そ の際の条件等に関して

規定を設定。

コンピュータの保守 ・修繕に必要な

行為に対する著作権の適用除外に関す

る規定を設定。

特定のオリジナル ・デザインの保護

に関する規定を設定。

(出所)郵 政省 編(1999)『 通信 白書(平 成11年 版)』 大蔵 省 印刷 局,10～11頁 。
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コンテンツ(DigitalContents)」 の効果的な保護を目的とする,デ ジタル化時

代の著作権制度確立に関連 した法律である。米国多国籍企業の技術戦略の同期

化をバ ックアップするために,米 国政府 も技術開発戦略 ・技術管理戦略それぞ

れの進化に必要な二種類の法整備 を,同 時進行で進めていったと考 えられ得る

のである。

しかし,こ うした同時進化は逆に,か つての内的成長時代のように技術開発

戦略 と技術管理戦略のどちらか一方が主流 とな り,そ の失敗の教訓 を学習 し組

織能力 をレベルアップさせる時間的余裕が,も はやメガ ・コンペティションを

生 きる企業 には与えられていない ことを意味 しているとも言えよう10)。つま

り,激 化する世界的な市場競争か ら生 まれた苦肉の策が,技 術開発戦略と技術

管理戦略の同時進行であった,と も考えられるということである。 しかしその

一方で
,外 的成長時代 における米国多国籍企業の技術戦略が,こ れまでの内部

経営資源の範囲内 という制約から解放 され,無 尽蔵に存在する外部経営資源を

積極的に利用 し得る"意 義"は,や はり大きい。

なぜならば,か つての内的成長時代の米国多国籍企業では,自 社が有するだ

けの限定された経営資源,す なわち内部経営資源の範囲内において技術戦略進

化を志向せざるを得なかったため,技 術開発戦略か技術管理戦略の どちらか一

方に特化する必要性が存在 していたのに対 し,外 的成長時代では外部経営資源

を積極的に取 り込むことによってそうした制約が取 り払われ,そ れぞれが目指

す独 自の進化の可能性 を追求することが可能となった,と 考えられるからであ

る11)。

10)外 的成 長時 代 の技 術 戦略 進化 の背 景 に も,や は りそ う した進化 を支 え る米 国多 国

籍企 業 に よる,地 道 な組織 能 力 の レベ ル ア ップ努力 が存 在 して い る と考 え られ る。

この点 に 関 しては,現 在研 究 中 にあ る。

11)し か し一方 で は,こ れ まで の因 果関係 が 失 われ た ことに よ り,技 術 開発 戦略 ・技

術 管 理戦 略 の 独 自進 化 が 互 い に軋 礫 を起 こす 可 能性 も否 定 で きない。 オー プ ン

R&D戦 略 の代 表 例 であ るLinuxで は,公 開 して い るプ ログ ラム に対 し著 作権 や

特 許権 を設 定 しな い こ とを最 大 の特徴 と して い る。 これ に対 し,特 許 ポー トフォ

リオ戦 略 の 目的は,隙 間の無 い特 許包 囲網 の構 築 にあ る。 両者 の対立 は,明 白で

あ る。例 えば,今 日で は世 界各 国 の政府 や 自治体 が 安全 性 や コス ト面か らLinux
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2-3.米 国多国籍企業研究の理論的含意

では,こ れまでの考察結果を整理 しながら,冒 頭の"疑 問"に 立ち返 り,そ

の"解"を 求めることとしたい。筆者の考えでは,そ の解 として以下のような

説明が成 り立つと考えている。

すなわち,こ れまでの考察か ら我 々が容易 に理解 し得 ることは,や はり内的

成長時代 ・外的成長時代 を通 じて米国多国籍企業の持続的競争優位性である技

術戦略の進化過程が,同 企業の半世紀に渡る試行錯誤の歴史その ものであった,

という点である。つま り,こ こから我々は,米 国多国籍企業の技術戦略進化の

歴史が,ま さに同企業固有の ものであるが故 にその模倣困難性は極めて高いと

考えられること,さ らにそうした進化そのものの原動力が,ま さに米国多国籍

企業 自身による飽 くなき組織能力のレベルアップ努力によって支え られてきた

と考 えられること,を 理解 し得るのである。

「能力に基づ く競争優位性を持続的競争優位性にするためには,競 争優位性

の要因を他者にわか りに くく模倣 しにくいものにするか,他 者に追いつかれる

前に学習によってその組織能力を改善 し,さ らに先を行 くかの,ど ちらかの道

をとらねばならない12)。」

上記のRBVの 理論では,持 続的競争優位性の獲得 には,"模 倣困難性の確立"

と"組 織能力の改善"が 二者択一の関係 として描かれているが,前 出までの米

国多国籍企業のケースからも明 らかな通 り,両 者はむしろワンセットの関係 に

あると考える方が自然であるように思われる。なぜならば,21世 紀のメガ ・コ

を採 用 す るケ ース が急 増 し,こ う した流 れ に逆 らえずMicrosoft社 も2001年5月

に これ まで非 公 開で あ ったWindowsの 設計 情報 の開示 を,米 国 にお い て守秘 義

務 契 約 を結 ん だ 政府 や 自治体 な ど に限定 し開 始 し,日 本 で も2003年 か ら電子 政

府 ・自治体 向 けに 「シェア ー ドソー ス イニ シアテ ィブ」 制 度 を開始す る としてい

る。 「日本 経 済新 聞」2002年11月28日,12月2日,2003年2月25日,2月26日,

2月28日 付 。 しか し,Microsoft社 が これ まで に築 き上 げたWindowsの 特 許 ポー

トフ ォ リオ網 を捨 て去 り,莫 大 な ラ イセ ンス収 入 を放棄 す る とは考 え難 い。 ま

た,Microsoft社 が 従 来 の特 許 ポー トフ ォ リオ戦略 へ の取 り組 み を弱 め る と も考

え難 く,や は り今後 何 らか の問題 が発 生 す るであ ろ うこ とは,想 像 に難 くない。

この点 につ い ては,今 後 も注 意深 く観 察 す るこ と としたい。

12)Saloner,Shepard,andPodolny,(2001),op.cit.,p.49.(邦 訳,61頁).
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ンペティションにおいては,両 者を同時に追及 していくことこそが,不 確実性

に満ちた世界市場 を舞台 とする多国籍企業の最善の生 き残 り策である,と 考え

られるからである。

つ まり,こ れまでの考察からも明らかな通 り,米 国多国籍企業は試行錯誤を

繰 り返 しなが ら技術戦略を進化 させ続けること,す なわち模倣困難性の確立 と

組織能力の改善を同時追及 していくことによって,自 らの持続的競争優位性を

今 日まで保持 し得てきたことが理解できるのである。そして,こ うした米国多

国籍企業研究の理論的含意をベースに,今 度は日本多国籍企業の現状 を眺めて

みると,我 々は同企業の持続的競争優位性が非常に不安定なものであることに

気付かされるのである。

とくに外的成長時代以降の日本多国籍企業は,1980年 代に半導体などで一時

は世界の頂点に登 りつめたハイテク産業での技術優位性 を,新 たなITや バイ

オテクノロジーなどで完全に米国多国籍企業に奪回され,今 日では猛追する韓

国や台湾,中 国といったアジアの新興多国籍企業に,金 型や機械加工 といった

ローテク産業での技術優位性までをも奪われつつあると言われている。また,

豊かな文化 ・哲学に根ざした独 自のデザインカと品質性 によって,こ れまでも

日本に比 してブラン ドカに勝ってきた欧州多国籍企業には,新 たに環境やエコ

ロジー,人 間工学 といった分野において,大 きく発想力 ・技術力 ともに差を付

けられつつあるという。

今 日のハイテク産業分野においては,ソ フ トウェアに代表されるように,初

期の開発 コス トを除けばそれを大量生産する上でほとん ど追加 コス トを要せ

ず,そ のため大規模 な製造装置 も不要 となるため工程革新に依存することが少

ないとされている13)。すなわち,か つての 日本多国籍企業が得意 とした工程

革新 を活かすことができない,と 考えられているのである。一一方,中 国の巨大

市場や廉価 な労働力 を求めて,積 極的にアジア地域への生産拠点シフトを進め

ていった結果,日 本国内の部品産業は深刻な打撃を受け,ロ ーテク技術の流失 ・

13)文 部科 学省 編(2002)『 科学 技術 白書(平 成14年 版)』49頁 。
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消散 といった深刻な空洞化問題が発生 している。

こうした現況に対 し,日 本多国籍企業が生 き残 るための方策とは,や は り従

来の工程革新やローテクでの競争優位性 を保持 した上で,さ らにハイテク産業

分野での製品革新能力 を高めることに尽 きるであろう。 日本多国籍企業の持続

的競争優位性の実現 にとって,こ うしたバランスの取れた総合的技術力の確立

が早急に求められているのである。 しかしなが ら,こ うした期待 に反 して,日

本多国籍企業のハイテク産業分野における製品革新能力は,世 界 に比 してさほ

ど高い訳ではない。

例 えば,平 成14年 版の 『科学技術 白書』 によると,「主要国における科学技

術活動の国際比較」か ら日本の科学技術活動の特徴 として,以 下のような指摘

がなされている(表5参 照)。 すなわち,「我が国の場合,米 国等 と比較 して研

表5主 要国における科学技術活動の国際比較

区 分 指 標 日 本 米 国 ドイ ツ フランス イギリス 平 均

研究者数
72.8 111.4 25.5 16.0 15.9 48.3

(万人)
イ ン プ ツ ト

研究開発投資
16.3 28.5 5.0 3.0 2.9 11.1

(兆円)

産学連携度合
大学研究費の企

業負担割合(%)
2.5 7.7 11.3 3.4 7.1 6.4

特許出願件数
79.2 220.6 60.5 25.9 40.0 85.2

(万件)
ア ウ トプ ッ ト

論文数(件) 74,050 242,216 66,420 48,006 68,391 99,817

技術輸出額
102.3 380.3 28.4 23.2 62.3 119.3

(億 ドル)

成 果
ハ イテク産業の輸

出額のシェア(%)
13.2 25.5 10.0 7.1 8.7 12.9

(出所)文 部科学省編(2002)『 科学技術 白書(平 成14年 版)』33頁,に 筆者一部修正。
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究開発資源の投入量の割に,イ ノベーションとしての成果が小 さい14)」,と い

うものである。つま り,「インプッ ト」の 「指標」では世界で もトップクラス

の水準 にありながら,そ れに見合 うだけの 「アウ トプット」や 「成果」が得 ら

れていない,と いうのである。同書では,こ うした 日本の特徴を生み出 してい

る原因について,直 接的な言及はなされていない。 しかし,筆 者には前述の通

り,や は り日本の科学技術活動の主役である日本多国籍企業の"技 術戦略の不

在"に,こ うした原因の多 くを求めることが可能であると考えている15)。

では,日 本多国籍企業の技術戦略 とは,一 体 どのようなものなのであ り,ま

た一体 どのような進化過程を遂げてきたのであろうか。そして,そ の進化過程

は,何 故に現在の同企業に持続的競争優位性をもたらし得ないのであろうか。

次節以降では,第 一に日本多国籍企業の技術戦略 に関するアンケー ト調査結果

か ら,そ の進化過程 を明 らかにすることを行 う。そして,第 二に米国多国籍企

業のケースとの比較分析 を行い,最 終的に日本多国籍企業の技術戦略上 におけ

る問題点を明 らかにすることを行うこととしたい。

(つづ く)

付 記 本稿 は,2001年 度 ・文部科 学 省科 学研 究 費補 助 金 ・奨励 研 究(A)「 米 国IT
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